
新旧
対応表

頁 章 節

1 3,4 3 5

 P. 3, L. 13"使用施設"。
p 4（第5節2）で六ヶ所保障措置分析所であることが示
されているが、ここまでに定義がされておらず、何の使
用施設かが不明確ではないか。

- 　御意見を踏まえ、「使用施設」を「核燃料物質の使用施設」と修正しま
す。

原子力部会
久松委員

2 3 3 5

第５節　計画の基礎とするべき災害の想定
P. 3, L. 23. １．原子燃料サイクル施設（１）ウラン濃縮
施設

この項だけが他の施設とは書きぶりが異なっている。
プルームの移動距離が長くなると、拡散により濃度が
下がることに関する記述が抜けている。扱っている物
質を考慮してのことか？

- 　以下の理由により原案どおりとします。
（理由）
　ウラン濃縮施設における災害の想定は、事業変更許可申請書におい
て「重大事故に至るおそれがある事故」として想定されている事故であ
るが、本施設は重大事故時の放射性物質の放出量評価が求められて
おらず、放出した際の拡散に係る評価も行われていない。
　変更許可申請書の記載と整合をとるため、拡散により濃度が下がるこ
とは記載しない。

原子力部会
久松委員

8 21,22 - -
P. 21, 22. 備考欄の説明がページ間で入れ替わってい
る。

- 　新旧対応表備考欄の記載誤りであり、御意見のとおり修正します。 原子力部会
久松委員

9 22,23 2 6

P. 23, L. 15.
2．(3)防災対策上必要とされる資料

 "自然的環境"。聞き慣れない言葉であり、"自然環境
等"？

- 　御意見及び他道府県の地域防災計画の記載等を踏まえ、③「自然的
環境に関する資料」を「放射性物質及び放射線の影響に関する資料」
に修正します。
　併せて、②「社会的環境に関する資料」を「社会環境に関する資料」に
修正します。

原子力部会
久松委員

12
43～
45

3 2

第2節　情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の
確保
1(1)②、1(2)③ほか
「県は、国から連絡を受けた事項について、所在市町
村、関係周辺市町村及び関係機関等に連絡するもの
とする。」
について

　県としては、それぞれの事態において、単に国から要
請される内容を市町村等に連絡するのではなく、混乱
の中で活動を求められている市町村の実情を踏まえた
調整についても記述すべきではないでしょうか？

　複合災害対応時は特に市町
村は相当の混乱が予想され
る。予め計画は準備されている
と考えるがその通りには対応出
来ない事を念頭に置くべきと思
われる。

　以下の理由により原案どおりとします。
（理由）
　本節では、情報の収集、連絡について記載しており、御指摘の市町村
等関係機関との対策に係る調整等に関しては、第4節「屋内退避、避難
収容等の防護活動」（新旧対応表p62)等に記載しているため。

原子力部会
片桐委員

青森県地域防災計画（原子力災害対策編）修正案に対する意見等反映結果（防災会議委員・幹事・原子力部会委員）
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新旧
対応表

頁 章 節
No

地域防災計画
修正案に対する意見 考え方・理由 対応方針（案） コメント元

(2)緊急時モニタリング実施計画の改訂への参画
「原子力規制委員会は、原子力災害対策指針に基づ
き、緊急時モニタリング計画や事故の状況等を参考に
し、緊急時に速やかに緊急時モニタリング実施計画を
策定するものとされている。」
について

　元の文章を生かし、主語だけ前に出せばよいと思う。
　「事故の状況等を参考に」は悠長な感じがする。
　「緊急時」は、元の文章で用いている「事故発生時」
が良いかと。
　すでに決まっている文章であれば直す必要はありま
せん。

【修正案】
　　原子力規制委員会は、原子力災害対策指針及び
緊急時モニタリング計画に基づき、事故発生時に、速
やかに「緊急時モニタリング実施計画」を策定するもの
とされている。

左記のとおり 防災会議
面澤委員

2(2)緊急時モニタリング実施計画の改訂への参画

　「県は緊急時モニタリング実施計画の改訂に対して
協力する。」
➡ 　「県は緊急時モニタリング実施計画の改訂に対し
て地域の実情を踏まえ積極的に働きかける。」等に修
正すべきでは無いでしょうか？

　国が統括するEMC活動では
ありますが、被災している地域
の住民の不安を意識した対応
も現実には求められる事から、
現場の状況を最も承知している
県からもっと積極的に発言して
いくべきと思われる。

原子力部会
片桐委員

13 59 3 3

（面澤委員の御意見関連）
・緊急時モニタリング実施計画を策定については、原災指針において、
「国は、関係する地域の緊急時モニタリング計画を参照し、緊急時に直
ちに緊急時モニタリング実施計画を策定できるよう」（p59）、「国は、周
辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、また、原子力施設の状
況等を参考にしつつ、速やかに緊急時モニタリング実施計画を策定」
（p70）とされていることから、これらの表現にあわせて修正します。

・「緊急時」については、第3章は緊急事態応急対策について記載して
おり、緊急時における対応であることは記載せずとも明らかであること
から、削除します。

（片桐委員の御意見関連）
・緊急時モニタリング実施計画の改訂に際しては、委員御指摘のとお
り、現地の状況を踏まえていただくことは重要であると考えます。
　原子力災害対策マニュアル（原子力防災会議幹事会,p60）において、
「緊急時モニタリングセンターは、現地の状況に基づき、必要に応じて
緊急時モニタリング実施計画に対する提案及び意見をＥＲＣ放射線担
当に送付する。」とされており、また、原災指針（p70)において「地方公
共団体、原子力事業者はこの見直しに協力する。」とされていることか
ら、これらにあわせて追記・修正します。

（修正案）
　原子力規制委員会は、原子力災害対策指針に基づき、緊急時モニタ
リング計画、周辺住民の住居の分布及び地形、原子力施設の状況等を
参考にし、速やかに緊急時モニタリング実施計画を策定するものとされ
ている。また、緊急時モニタリングセンターは、現地の状況に基づき、必
要に応じて緊急時モニタリング実施計画に対する提案及び意見をＥＲＣ
に送付するとされており、原子力規制委員会は、緊急時モニタリングセ
ンターの意見や緊急時モニタリングの結果等を踏まえ、緊急時モニタリ
ング実施計画を適宜改訂するものとされている。
　県及び原子力事業者は、緊急時モニタリングセンターの構成員とし
て、緊急時モニタリング実施計画の改訂に協力する。
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